
 

令和３年度決算に係る主要な 

施 策 の 成 果 に 関 す る 説 明 書   
地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第5項の規

定により、令和３年度決算に係る主要な施策とその成果

について、次のとおり提出します。 

令和４年９月５日 

           

          二戸市長 藤 原  淳 
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共通 
 

 

主要施策等の成果の説明 
 

 
 
 
 
 

 

〇 新型コロナウイルス感染症対策事業 
 

 

【総合政策部所管事業】 

 

１ 事業の内容 

（１）現年度 

新しい生活様式に対応したデジタル社会の推進のため、オンライン会議用ノート

パソコン等の導入を行った。また、公共交通機関の運行維持及び新しい生活様式に

対応した環境整備を図るため、ＩＧＲいわて銀河鉄道株式会社や市内バス・タクシ

ー事業者への運行支援、斗米駅及び金田一温泉駅の衛生環境整備、ジェイアールバ

ス東北（株）が行う交通系ＩＣカードシステム整備支援を行った。 

（２）繰越 

市内の情報通信網を整備するため、電気通信事業者が行う市内全域への光ファイ

バー網整備へ支援を行った。また、公共交通の新しい生活様式に対応した環境整備

を図るため、岩手県北自動車（株）が行う交通系ＩＣカードシステム整備へ支援を

行った。 

 

【現年度】                               (単位:千円) 

 

【繰越】                                (単位:千円) 
 

 事業名 執行額 
財源内訳 

国県支出金等
特定財源 

一般財源 

⑴ デジタル環境整備事業 2,225 2,225  

⑵ いわて銀河鉄道運行支援事業負担金 8,670 8,670  

⑶ 
地域交通維持支援事業（交通運輸対策

費） 
12,500 12,500  

⑷ 
公共交通施設衛生環境整備事業（交通

運輸対策費） 
41,000 40,000 1,000 

⑸ 
交通系ＩＣカードシステム整備事業

（交通運輸対策費） 
676 676  

計 65,071 64,071 1,000 

 事業名 執行額 
財源内訳 

国県支出金等
特定財源 

一般財源 

⑴ 光ファイバー整備推進事業 65,901 65,901  

⑵ 交通系ＩＣカードシステム整備事業 847 847  

計 66,748 66,748  

新型コロナウイルス感染症対策事業 
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共通 
 

 

主要施策等の成果の説明 
 

 
 
 
 
 

 

２ 事業の成果 

（１）現年度 

オンライン会議用ノートパソコン等を導入することにより、行動が制限される中

にあっても会議、研修等に参加することが可能になるとともに、移動に要していた

時間やコストを削減することができた。 

公共交通関連事業では、県を通じたＩＧＲいわて銀河鉄道株式会社への支援や市

内バス・タクシー事業者への運行支援により、公共交通の運行維持、経営安定化を

図ることができた。また、斗米駅及び金田一温泉駅の衛生環境整備により、市民が

安心して利用できる公共交通環境を整えることができた。加えて、交通系ＩＣカー

ドシステム整備を推進することにより、バス乗務員との接触機会の減少、利便性の

高い公共交通環境を整えることができた。 

 

（２）繰越 

市内全域への光ファイバー網整備を推進することにより、情報通信に係る格差が

解消され、全ての住民が平等に高速大容量インターネットアクセスの恩恵を受けら

れる環境を整えることができた。また、交通系ＩＣカードシステム整備を推進する

ことにより、バス乗務員との接触機会の減少、利便性の高い公共交通環境を整える

ことができた。 

 
 

【総務部所管事業】 

 

１ 事業の内容 

新型コロナウイルス感染症に便乗した消費者トラブルなど感染症流行による消費者

問題の拡大に対し、広域連携での啓発・相談体制を強化するため、二戸消費生活セン

ターの活動に必要なファックス複合機やシュレッダーを購入した。 

 

【現年度】                               (単位:千円) 

 

２ 事業の成果 

購入したファックス複合機を活用し、啓発ポスターやチラシ、相談の際に使用する

資料などを作成し共有することで、管内町村と連携した啓発活動を行うことができ

た。また、相談者や関係機関に対し、速やかに資料の確認や情報提供を行うなど、相

談体制を整えることができた。 

 

 

 

 

 事業名 執行額 
財源内訳 

国県支出金等
特定財源 

一般財源 

⑴ 消費者啓発事業（商工総務費） 326 326  

計 326 326  

新型コロナウイルス感染症対策事業  
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主要施策等の成果の説明 
 

 
 
 
 
 

 

【健康福祉部所管事業】 

 

１ 事業の内容 

新型コロナウイルス感染症からの復興へ向けた動きの影響を受けた物価上昇など経

済的な影響に対応するため、低所得世帯へ福祉灯油費を給付したほか、子育て中の世

帯に対し給付を行った。 

感染予防対策として、検診等で使用する消毒液や滅菌器等の備品を購入するととも

に、民間保育所など他の児童関係施設へのマスクや消毒資材の配布を行った。 

適切な医療機会の確保と健康保持のため、小学生、中学生及び高校生に対する医療

費の一部助成や、感染リスクの高い小児、高齢者及び妊婦等に対してインフルエンザ

予防接種料金の全額又は一部を助成した。 

新型コロナウイルスワクチン接種体制を強化するため、医療機関が個別接種を実施

するにあたり必要な施設整備等に対し補助金を交付した。 

 

【現年度】                               (単位:千円) 
 

 事業名 執行額 
財源内訳 

国県支出金等
特定財源 

一般財源 

⑴ 福祉灯油給付事業（社会福祉総務費） 8,874 8,718 156 

⑵ 公共的空間安全・安心確保事業 510 510  

⑶ 
ひとり親世帯応援特別給付金（児童扶

養手当等支給費） 
6,480 6,480  

⑷ 
子育て世帯生活支援特別給付金支給事

業（ひとり親）（児童扶養手当等支給事務） 
19,559 19,558 1 

⑸ 
子育て世帯生活支援特別給付金支給事

業（その他世帯）（児童手当等支給費） 
10,681 10,680 1 

⑹ 子育て世帯への臨時特別給付金 321,838 321,837 1 

⑺ 
民間保育所等新型コロナウイルス感染

症対策事業補助金（保育事業委託費） 
1,800 1,800  

⑻ 保育対策総合支援事業費補助金 1,000 1,000  

⑼ 子ども医療費助成事業（母子福祉費） 14,452 10,375 4,077 

⑽ 
インフルエンザ予防接種助成事業（予

防費） 
22,933 15,000 7,933 

⑾ 
新型コロナウイルスワクチン接種協力

医療機関施設整備等補助金 
6,634 4,645 1,989 

⑿ 
新型コロナウイルス感染症予防対策事

業（保健事業費） 
525 525  

⒀ 
健康管理システム改修委託料（保健事

業費） 
3,828 3,828  

計 419,114 404,956 14,158 
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共通 
 

 

主要施策等の成果の説明 
 

 
 
 
 
 

 

２ 事業の成果 

低所得世帯や子育て中の世帯など、経済的な影響を受けやすい世帯に対する給付を

行ったことで、生活支援と経済的負担の軽減が図られた。また、子どもや妊婦、高齢

者等に対して医療費の一部を給付し、適切な医療機会を確保することにより、心身の

健康を保持するとともに、生活の安定が図られ福祉の増進につながった。 

感染予防に必要な備品などを購入することで、コロナ禍において安全に各種事業を

実施することができた。また、民間保育所に必要資材等を配布したことで、感染予防

活動を継続的に実施し、子どもたちの健康保持につながった。 

インフルエンザ接種費用の助成により、接種しやすい環境が整い、インフルエンザ

の発生及びまん延を予防することができた。 

新型コロナウイルスワクチンの接種に必要な施設整備等に対する補助を行ったこと

で、医療機関の負担軽減が図られ、市民が安心して接種を受けられる環境が確保でき

た。 

 

 

【産業振興部所管事業】 

 

１ 事業の内容 

（１）大学生等の市内企業への雇用を見据え、インターンシップ事業等を行った。 

（２）長引く新型コロナウイルス感染症の影響により、オンラインで打合せ等ができる

よう、農村勤労福祉センター、勤労者総合福祉センター（ワークイン）に無線ＬＡ

Ｎの環境を整備した。 

（３）園芸産地の競争力強化のため、重点品目生産者の栽培面積拡大に要する機械・施

設導入経費を補助した。 

   ・支援経営体数   １経営体 

   ・支援額      500千円 

（４）葉たばこの安定した収量と品質を確保するため、地力の増進につながる資材購入

費に対し補助した。 

   ・支援団体数     １団体 

   ・支援額     5,285千円 

（５）新型コロナウイルス感染症に注意を払いつつ、小規模でイベントを開催する主催

者団体に対し、開催経費を支援した。 

   ・支援団体    延べ 20団体 

（６）新型コロナウイルス感染症の影響により、新しい生活様式に対応する事業者に対

し、感染症予防等の導入設備の経費を支援した。 

   ・支援事業者     83事業者 

（７）地域の経済等を守るため、長引く新型コロナウイルス感染症の影響により、地域

の消費喚起を図るため、キャッシュレスポイント還元キャンペーンを行った。 

   ・参加店舗数      204店舗 

（８）地域の経済等を守るため、新型コロナウイルス感染症の影響により、売上げが減

少している事業者に対し、家賃等の２分の１を９か月分支援した。 

   ・支援店舗数        57店舗 

（９）県で実施した給付金の給付条件に該当せず、売上げが減少している事業者に対

し、１事業者あたり 20万円を支援した。 

   ・支援事業者数     31事業者 

（10）地域の交通手段を守るため、岩手県タクシー協会二戸支部が実施したタクシーチ

ケット事業を支援した。 

   ・参加事業者      ６事業者 

新型コロナウイルス感染症対策事業  
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共通 
 

 

主要施策等の成果の説明 
 

  

（11）地域の経済等を守るため、長引く新型コロナウイルス感染症の影響により、地域

の消費喚起を図るため、プレミアム付き食事券の発行を行った。 

   ・参加店舗数      51店舗 

（12）長引く新型コロナウイルス感染症の影響により、オンラインで打合せ等ができる

よう、二戸広域観光物産センターに無線ＬＡＮの環境を整備した。 

 

【現年度】                               (単位:千円) 

 

２ 事業の成果 

（１）県独自の緊急事態宣言により、対面でのインターンシップはできなかったが、学

生からの相談、オンラインでの交流を行うことにより、新たな手法での企業と大学

生等との交流ができた。 

（２）勤労者施設に無線ＬＡＮを整備したことにより、施設利用者の利便性が向上し

た。 

（３）新たに果樹園地 50a の面積拡大となり、将来的な地域の生産力向上につながっ

た。 

 

 事業名 執行額 
財源内訳 

国県支出金等
特定財源 

一般財源 

⑴ ふるさと就職支援事業（労働諸費） 1,190 1,190  

⑵ デジタル環境整備事業 1,752 1,752  

⑶ 
重点振興作物強化支援事業費補助金

（農業振興費） 
500 500  

⑷ 
葉たばこ地力増進支援事業費補助金

（農業振興費） 
5,286 4,000 1,286 

⑸ 
地域イベント等開催支援事業補助金

（商工業振興総務費） 
4,203 4,000 203 

⑹ 
新事業展開等支援事業補助金（商工業

振興総務費） 
28,428 26,000 2,428 

⑺ 
市内小売業等 販売促進事業（商工業振

興総務費） 
12,676 12,676  

⑻ 
地域企業家賃支援給付金事業（商工業

振興総務費） 
17,991 17,991  

⑼ 
持続化支援給付金事業（商工業振興総

務費） 
6,200 6,200  

⑽ 
タクシー等利用促進事業（商工業振興

総務費） 
2,442 2,442  

⑾ 
いわて飲食店安心認証店利用促進事業

（商工業振興総務費） 
23,773 23,773  

⑿ デジタル環境整備事業 1,784 1,784  

計 106,225 102,308 3,917 

新型コロナウイルス感染症対策事業  
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（４）地力増進資材の効果的な投入を促すことで、土づくりの強化に結びつき、二戸市

葉たばこ振興協議会がこれまで課題として取り組んできた品質・収量安定化につな

がった。 

（５）イベントの主催者等が、新型コロナウイルス感染症に気を付けることを参加者、

来店者に呼びかけ、小規模なイベントを開催することができた。 

（６）新しい生活様式に対応した感染症予防、事業転換等を図る事業者の設備導入の経

費を軽減でき、事業運営を継続することができた。 

（７）キャッシュレスポイント還元キャンペーンを行ったことにより、市内経済の消費

喚起を図ることができた。 

（８）売上げが減少した事業者が、市から支援した給付金を事業活動の一部として活用

したことにより、事業経営を継続することができた。 

（９）県の経営支援金事業の給付条件に該当しない事業者が、市から支援した給付金を

事業活動の一部として活用したことにより、事業経営を継続することができた。 

（10）タクシー協会二戸支部の事業を支援したことにより、市内事業者のタクシー等の

利用を促進することができた。 

（11）プレミアム付き食事券事業を行ったことにより、市内飲食店の消費喚起を図るこ

とができた。 

（12）会議室等に無線ＬＡＮを整備したことにより、施設利用者の利便性が向上した。 

新型コロナウイルス感染症対策事業  
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〇 新型コロナウイルス感染症対策事業 
 

 

【教育部所管事業】 

 

１ 事業の内容 

集団感染等のリスクを避けるため、施設内（市民文化会館、浄法寺文化交流センタ

ー、シビックセンター）の抗菌処理や、シビックセンターの空調機器の改修を行っ

た。 

また、文化会館やシビックセンター、図書館で、ＷＥＢ会議等に対応するようイン

ターネット環境やデジタル環境の整備を行った。 

ＩＣＴ活用促進事業では、昨年配備した１人１台タブレット等の更なる活用を目指

し、教員の業務負担軽減と学校のＩＣＴ化の円滑化を図るため、ＩＣＴ支援員の配置

やネットワークの増強を行った。 

学校給食においては、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた地域経済を支援す

るため、地元農産物等の活用を推進した。 

 

【現年度】                               (単位:千円) 
 

 事業名 執行額 
財源内訳 

国県支出金等
特定財源 

一般財源 

⑴ 公共的空間安全・安心確保事業（シビ
ックセンター管理費） 

263 263  

⑵ デジタル環境整備事業（シビックセン
ター管理費） 

787 787  

⑶ 
インターネット環境整備事業（シビッ

クセンター管理費） 
663 663  

⑷ 
公共的空間安全・安心確保事業（文化

会館管理費） 
2,343 2,343  

⑸ 
デジタル環境整備事業（文化会館管理

費） 
3,630 3,630  

⑹ 
インターネット環境整備事業（文化会

館管理費） 
663 663  

⑺ 
公共的空間安全・安心確保事業（文化

交流センター管理費） 
693 693  

⑻ デジタル環境整備事業 4,356 4,356  

⑼ 
ＩＣＴ活用促進事業（教育委員会事務

局事務費 ） 
10,217 9,893 324 

⑽ 
公共的空間安全・安心確保事業（小学

校管理費） 
1,298 1,298  

⑾ 
公共的空間安全・安心確保事業（小学

校管理費） 
3,905 3,905  

⑿ 修学旅行支援補助金（小学校管理費） 48 48  

⒀ 
ＩＣＴ活用促進事業（小学校教育振興

費） 
11,600 11,600  
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                               (単位:千円) 

 

【繰越】                                (単位:千円) 

 

２ 事業の成果 

コロナ禍において、ＷＥＢ配信・会議等に利用可能なカメラ等の機器や空調設備等

の整備により、新しい生活様式に対応した環境を整えることができた。 

ＩＣＴ活用促進事業では、子供たちの情報活用能力の育成を通し、主体的・対話的

で深い学びに向けた更なる環境整備を進めることができた。 

交付金の活用により、学校給食へ地元農産物等を多く取り入れ、学校トイレの洋式

化や教室等のエアコン設置をすることができた。 

就学旅行の取り消しに伴う損失等に対し、適切な補助を行うことで保護者の負担軽

減を図ることができた。 

 

 

⒁ 修学旅行支援補助金（中学校管理費） 441 441  

⒂ 
公共的空間安全・安心確保事業（中学

校管理費） 
1,727 1,727  

⒃ 
公共的空間安全・安心確保事業（中学

校管理費） 
1,089 1,089  

⒄ 
ＩＣＴ活用促進事業（中学校教育振興

費） 
3,652 3,652  

⒅ デジタル環境整備事業（図書館） 660 660  

⒆ 
地元産食材活用支援事業（学校給食実

施事務費） 
5,161 5,000 161 

計 53,196 52,711 485 

 事業名 執行額 
財源内訳 

国県支出金等
特定財源 

一般財源 

⑴ 公共的空間安全・安心確保事業（シビ
ックセンター管理費、公民館管理費） 

69,567 69,567  

⑵ 学校衛生確保事業 39,849 39,849  

⑶ 感染症対策等学校教育活動支援事業 4,301 4,301  

計 113,717 113,717  

新型コロナウイルス感染症対策事業  


